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 当社を含む１４社※１（以下、「１４社」）は、経済産業省資源エネル
ギー庁の補助事業である「バーチャルパワープラント（以下、ＶＰＰ）
構築実証事業」に共同で申請し、補助金の執行団体である一般財団法人
エネルギー総合工学研究所から２０１６年７月２１日に交付決定通知※２

を受領し、本日より本格的な実証事業を開始します。 
 

本実証事業は、電力自由化や電力システム改革が進む中、社会全体と
して効率的なエネルギー利用に資するエネルギーインフラの基盤構築に
向けて、従来にない新たなエネルギーマネジメントの実現を目指すもの
です。 
 

具体的には、電力系統に点在するお客さまの機器（以下、「リソー
ス」）をＩｏＴ(モノのインターネット) 化※３して一括制御することに
より、お客さま設備から捻出できる需給調整力※４を有効活用し、あたか
も 1つの発電所（仮想発電所）のように機能させる仕組みの構築を目指
します。これにより、電力系統における需給調整力が増強され、再生可
能エネルギー電源のさらなる導入も可能となります。 
 

１４社は、本実証事業を通じて、リソースを統合的に制御するために
必要なシステムの構築や、リソースの一括制御技術の確立による新たな
エネルギーマネジメントの実現、それによるエネルギー利用の最適化や
再生可能エネルギー電源のさらなる導入拡大を目指し、低炭素社会の実
現に貢献してまいります。 
 

以 上 
 
※１：関西電力株式会社、富士電機株式会社、株式会社三社電機製作所、 

株式会社ＧＳユアサ、住友電気工業株式会社、日本ユニシス株式会社、 
株式会社ＮＴＴスマイルエナジー、株式会社エネゲート、エリーパワー株式会社、 
株式会社大林組、一般財団法人関西電気保安協会、株式会社ダイヘン、 
Nature Japan 株式会社、三菱商事株式会社の１４社。 

 
※２：経済産業省が、ＶＰＰの構築に係る実証事業や、送配電事業者に対して行うネガ 

ワット取引に係る実証を行う経費に対して、当該費の一部を助成するもので、今
回、この実証事業のうち、「バーチャルパワープラント構築事業」「アグリゲー
ター事業」に申請し、間接補助事業者として採択を受けた。 

 
※３：従来、インターネットに接続されていたパソコンやスマートフォンなどの情報 

通信機器に限らず、あらゆる「モノ」をインターネットに接続すること。 
 
※４：従来、電力の需給調整は、火力発電所の稼動・停止等、「供給側」で行ってきた 

が、ＶＰＰでは、晴天時に太陽光の出力が増えた場合など、電気が余る場合はお 
客さま設備の蓄電池を充電することで需要を創出し、逆に、供給力不足の場合は、
蓄電池から放電を行うなど、「需要側」で需給の調整を行うことを目指す。 

 
別紙１：事業内容の概要 
別紙２：関係各社の概要 

  



＜別紙１＞ 
 

バーチャルパワープラント構築実証事業の概要 
 

１．事業の内容 
電力系統に点在するお客さまの機器（以下、「リソース」）を 

ＩｏＴ(モノのインターネット) 化して一括制御することで、お客さ
ま設備から捻出できる需給調整力を有効活用し、あたかも 1つの発電
所（仮想発電所）のように機能させる仕組みの構築を目指すもので
す。これにより、電力系統における需給調整力が増強され、再生可能
エネルギー電源のさらなる導入も可能となります。 

 
＜「バーチャルパワープラント構築実証事業」のイメージ＞ 

 
 
１－１．バーチャルパワープラントで提供するサービスのイメージ 

アグリゲーター（電力系統に点在するお客さま設備を一括監視・
制御する事業者）は、お客さまの設備を遠隔で一括制御し、需要
の抑制または創出を行うことで、小売事業者、系統運用者、再生
可能エネルギー発電事業者、お客さま・コミュニティ等に対し
て、以下のようなサービスの提供を検討していきます。 

 
＜サービス内容の例＞ 

・小売事業者に対しては、計画外に必要となった電力を、アグリゲーターが電 

力の需要を調整し、電力の供給等を行う。 

・系統運用者に対しては、需要の創出や供給力の提供により、需給のバランス 

調整を行う。 

・再生可能エネルギー発電事業者に対しては、アグリゲーターが需要の創出を 

行うことで、発電抑制を回避する。 

・お客さま・コミュニティに対しては、エネルギーコストの低減や再生可能エ 

ネルギーの自家消費の促進等を行う。 
＜アグリゲーターによるサービスのイメージ図＞ 

 



１－２．バーチャルパワープラントのシステム構成（案） 
リソースの種別ごとに統合サーバからの電力需要増減の指令に対

する特性が異なるため、提供可能なサービスも異なります。その
ため、設備種別ごとにリソースサーバを構築し、統合サーバでリ
ソースサーバ群を管理するシステムを構築します。 
統合サーバは小売事業者や送配電事業者等との取引に基づき、リ

ソースの特性を考慮したうえで、各サーバに制御量を配分しま
す。また、リソースサーバはその指令に基づき、各リソースへの
制御量を配分します。なお、各システムおよびリソース間の連携
にあたっては、将来のリソースの量的拡大を見据え、標準的な通
信プロトコル※に準拠した通信規格を採用することとしています。 

 
   ※通信規約。統一化された言語を用いることで、リソースのメーカが違っ 

ても、統合サーバからの指令に対して同じ応答ができる。 
 

＜システム構成のイメージ図＞ 

 
 

１－３．本実証で検証する制御対象リソース 
バーチャルパワープラントの制御対象としては、下図に示すリソ

ースの活用が考えられます。今回の実証においては、下図に示す
一部のリソースについて、各事業者が連携しつつ、 
ＩｏＴ化や監視・制御システムを構築します。また、今後、バー
チャルパワープラントの制御対象として活用できるリソースの種
類・規模の拡大についても検討してまいります。 

 
＜バーチャルパワープラントで活用できるリソースの一覧＞ 

 
 ※表中の企業名は、それぞれのリソースの実証を行う企業 

 
２．実施場所 
  関西エリアを中心とした企業内設備及びお客さま設備 
 
３．実施期間 
  平成２８年 7月２１日（交付決定日）～平成２９年２月２８日 



＜別紙２＞ 
関係各社の概要 

 
◆関西電力株式会社 
設  立：１９５１年５月 
資 本 金：４，８９３億円 
代 表 者：取締役社長 岩根 茂樹 
所 在 地：大阪市北区中之島３丁目６番１６号 
事業内容：電気事業、熱供給事業、電気通信事業、ガス供給事業 等 

 
◆富士電機株式会社 
設  立：１９２３年８月 
資 本 金：４７６億円 
代 表 者：代表取締役社長 北澤 通宏 
所 在 地：東京都品川区大崎１丁目１１番２号 
事業内容：電気機器設計、製造、販売、保守、点検、修理、改造 

および運転維持管理 
 
◆株式会社三社電機製作所 
設  立：１９４８年 4月 
資 本 金：２８億円 
代 表 者：代表取締役社長 四方 邦夫 
所 在 地：大阪市東淀川区西淡路３丁目１番５６号 
事業内容：電気機械器具、半導体およびその応用機械器具の製造ならびに販売、

機械器具設置工事、電気配線工事および管工事の施工請負等 
 
◆株式会社ＧＳユアサ 
設  立：２００４年４月 
資 本 金：３３０億円 
代 表 者：取締役社長 村尾 修 
所 在 地：京都市南区吉祥院西ノ庄猪之馬場町１番地 
事業内容：自動車用・産業用各種電池、電源システム、受変電設備、照明機器、 

紫外線応用機器、特機機器、その他電気機器の製造・販売 
 

◆住友電気工業株式会社 
設  立：１８９７年４月 
資 本 金：９９７億円 
代 表 者：社長 松本 正義 
所 在 地：大阪市中央区北浜４丁目５番３３号 
事業内容：自動車関連事業、情報通信関連事業、エレクトロニクス関連事業、

環境エネルギー関連事業、産業素材関連事業 
 

◆日本ユニシス株式会社 

設  立：１９５８年３月 
資 本 金：５５億円 
代 表 者：代表取締役社長 平岡 昭良 
所 在 地：東京都江東区豊洲１丁目１番１号 
事業内容：クラウドやアウトソーシングなどのサービスビジネス、 

コンピュータシステムやネットワークシステムの販売・賃貸、 
ソフトウェアの開発・販売および各種システムサービス 

 
◆株式会社ＮＴＴスマイルエナジー 
設  立：２０１１年６月 
資 本 金：１億円 
代 表 者：代表取締役社長 谷口 裕昭 
所 在 地：大阪市中央区北浜 1丁目１番３号０リバービュー北浜 
事業内容：エネルギーの見える化サービス等の提供、省エネに関する 

コンテンツ等の提供、見える化機器の販売 等 
 
 



◆株式会社エネゲート 
創  業：１９１４年３月 
資 本 金：４．９７億円 
代 表 者：代表取締役社長 岡田 雅彦 
所 在 地：大阪市北区大淀北１丁目６番１１０号 
事業内容：電気計測器および関連機器の製造・販売・工事、電力の開閉装置・

配電盤等各種電気機器の製造・販売・工事および保守管理、コンピ
ューターシステムおよびソフトウェアの開発・設計・販売・保守運
用、ＥＭＳ関連機器の製造・販売・工事等 

 
◆エリーパワー株式会社 
設  立：２００６年９月 
資 本 金：１５７億円  
代 表 者：代表取締役社長 吉田 博一 
所 在 地：東京都品川区大崎１丁目６番４号 
事業内容：大型リチウムイオン電池および蓄電システムの開発、製造、販売 

 
◆株式会社 大林組 
設  立：１９３６年１２月 
資 本 金：５７８億円 
代 表 者：取締役社長 白石 達 
所 在 地：東京都港区港南２丁目１５番２号 
事業内容：国内外建設工事、地域開発・都市開発・海洋開発・環境整備・その

他建設に関する事業、及びこれらに関するエンジニアリング・マネ
ージメント・コンサルティング業務の受託、不動産事業ほか 

 
◆一般財団法人 関西電気保安協会 
設  立：１９６５年 1２月 
代 表 者：理事長 川邊 辰也 
所 在 地：大阪府大阪市北区曽根崎１丁目２番６号 
事業内容：一般用電気工作物の調査業務、自家用電気工作物の保安業務、 

電気の安全・省エネルギーに関する広報業務、電気工事業務 
 
◆株式会社ダイヘン 
設  立：１９１９年１２月 
資 本 金：１０６億円  
代 表 者：代表取締役社長 田尻 哲也 
所 在 地：大阪府大阪市淀川区田川 2丁目 1番 11 号 
事業内容：電力機器（配電機器、大形変圧器、民需向変圧器、受配電設備、 

制御通信機器、産業用パワーコンディショナ）、溶接メカトロ 
機器（溶接機、産業用ロボット）、半導体関連機器（高周波電 
源、クリーン搬送ロボット）の設計開発・製造 
 

◆Nature Japan 株式会社 
設  立：２０１５年７月 
資 本 金：５０万円 
代 表 者：代表取締役社長 塩出 晴海 
所 在 地：京都市左京区岡崎南御所町３５番１号 
事業内容：クリーンエネルギー・省エネルギーに関する事業等 

 

◆三菱商事株式会社 
創  立：１９５４年７月 
資 本 金：２，０４４億円 
代 表 者：代表取締役社長 垣内 威彦 
所 在 地：東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 
事業内容：地球環境・インフラ事業、新産業金融事業、エネルギー事業、金属、

機械、化学品、生活産業の 7 グループに、ビジネスサービス部門を
加えた体制にて、幅広い産業を事業領域として、多角的なビジネス
を展開。 

 


